
　参考資料として、第Ⅲ部で取り上げた国に日本とアメリカを加えた８か国について、地方政
府等の財源の概要を表にまとめた。ここでの「地方政府等」とは、国（中央政府）以外の、州、
自治州、自治体等を指すこととする。
　地方分権の状況を財政の観点からみる場合、歳出と歳入の切り口が考えられる。前者は地方
政府等が持つ歳出権限を、後者はその歳出に用いる財源をみるものである。一般に地方分権は、
歳出面での権限を委譲するよりも、歳入面での地方の自立性を高める方が難しいとされる（1）。
本表は、このうち主に歳入面に注目し、各国について次の４点を示している。

　「１　財政の規模」では、一国の経済規模（GDP）に対する財政の規模を一般政府の部門別
に図示している（2）。まず、一国の政府全体の大きさを数量的にみる一般政府歳出総額（3）の内訳
（国が地方政府等へ配分する補助金等の他部門への移転支出は重複計上となるため除かれている）から
は、財政支出の担い手としての地方政府等の大きさを知ることができる。また、税・社会保険
料の内訳からは、税収の獲得者としての地方政府等の大きさを知ることができる。

　「２　地方歳入の内容」では、地方歳入の構成比を示している。地方歳入は、地方政府等の
基本的な自主財源である税の他、交付金や補助金等の移転収入も構成要素となっている。ただ
し、ここでは各国による統計データを用いており、データの範囲や項目等は統一されていない。
したがって厳密な各国比較には向かず、およその傾向をみるためのものである。

　「３　税制」では、地方政府等の課税権と、地方政府等が持つ税目等について、特徴をまと
めている。各国について示した「税源の配分比率」を比較すると、どの国も、全体の税体系は、
所得課税（法人所得課税を含む）、消費課税、資産課税を中心としているが、国と地方政府等の
間でのこれらの配分比率は、国によって大きく異なっている。

　「４　財政調整」では、税を補完する役割を担う財政調整（財政資金の移転）について紹介する。
地方政府等が税収のみを財源とするのでは、税源の偏在によって、行政サービスの地域間格差
や財源不足を生じ得る。これらを是正しようとすれば、何らかの財政調整が必要となる（4）。

主要国における地方財源とその仕組み

国立国会図書館　調査及び立法考査局 
財政金融課　 竹前　希美　　　　　　

⑴　片山信子「課税自主権と地方への税の配分の国際比較」『レファレンス』752号, 2013.9, pp.43-44 ; Hansjörg 
Blöchliger and Camila Vammalle, Reforming Fiscal Federalism and Local Government : Beyond the Ze-
ro-Sum Game, Paris: OECD, 2012, p.21.

⑵　一般政府（General Government）とは、中央政府（Central Government）、州政府（State Government）、地方
政府（Local Government）、社会保障基金（Social Security Funds : 公的年金、健康保険等）の部門から成り、財
政指標の国際比較を行う際に頻繁に用いられる概念である。「地方政府」は、冒頭に示した定義との混乱を避け
るため、本表では「自治体」と訳し、「中央政府」は、「国」または「連邦」と訳す。

⑶　例えばフランスやスウェーデンは、これがGDPの1/2を超えており、相対的に「大きな政府」である。
⑷　梶善登「道州制の導入に関する地方税財政制度上の課題」本報告書p.82-83参照。
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日本
日本の地方政府は、２層の地方公共団体（自治体：都道府県、市町村）から成る。

1 　財政の規模（2011年）

2　地方歳入の内容（2011年度）

都道府県　歳入総額52.1兆円
地方税 30.2%
地方交付税 18.6%
上記以外の一般財源 3.5%
国庫支出金 14.9%
使用料・手数料 1.2%
地方債 13.5%
貸付金元利収入 8.7%

市町村　歳入総額54.8兆円
地方税 33.7%
地方交付税 16.5%
上記以外の一般財源 4.3%
国庫支出金 14.9%
都道府県支出金 6.1%
使用料・手数料 2.5%
地方債 8.7%
貸付金元利収入 3.3%

3 　税制

　憲法では、地方公共団体の権能として「財産を管理」することが認められ
ている（第94条）。憲法には地方公共団体の課税権について明示されていない。
　国も地方公共団体も税源として所得課税と消費課税を持つ（右表）。都道
府県の主な税目は、道府県民税（所得課税）と事業税（所得課税）と地方消
費税（消費課税）である。市町村の主な税目は、市町村民税（所得課税）と
固定資産税（資産課税）であり、この２つで市町村税収の８割を占める。
　地方税の多くには、地方公共団体が税率を設定する際の目安となる「標準
税率」と、税率の上限である「制限税率」が国により設定されている。実態
としては標準税率未満の税率は設定されにくい。また、標準税率を超える税
率が設定されるのは、法人への課税が中心である。

4 　財政調整

　土木費、教育費、厚生労働費などの多様な費用について、各地方公共団体が確保すべき一般財源を国が算
出し保障する地方交付税制度が確立されている。この算出では人口及び年齢構成や地理的条件などが詳細に
反映される。各地方公共団体は、算出された必要財源に対して税収見込み額等が不足する場合には、その差
額に応じて地方交付税（普通交付税）を受け取り、標準的な行政サービスを行うための財源が保障される。
また、この地方交付税制度を通じて地方税収の偏在が是正されている。

※ 計数については、それぞれ四捨五入しているため、端数において合計とは一致しない場合がある。以下の国
についても同じ。

GDPの1／2
GDP：471兆円

自治体の歳出は一般政府歳出総額の29％

自治体の税収は税・社会保険料全体の25％

一般政府歳出総額
198兆円

国 自治体 社会保障基金

税・社会保険料
135兆円

税源の配分比率（※）
（2011年，%）

国
自
治
体

合

計

所得課税 31 21 52

消費課税 23 8 31

資産課税 3 13 17

そ の 他 0 0 0

合　計 57 43 100
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イギリス
イギリスは、人口の８割以上を占めるイングランドと、権限委譲された政府を有する、スコットランド、北ア
イルランド及びウェールズから成る連合王国である。イギリスの地方政府等は、権限委譲された３政府と、イ
ングランドを含む４地域内の自治体から成る。１及び３の表においては、権限委譲された３政府の歳出・歳入
は「国」に含まれている。

1 　財政の規模（2011年）

　自治体の税収は、自治体の歳出に比して、また、全国の税・社会保険料に対して、ともに極めて小さい。

2 　地方歳入の内容（2011年度）

　自治体（イングランド内のみ）
　歳入総額1616億ポンド
　　交付金 63.0%
　　税収 16.4%
　　販売、手数料等 7.4%
　　賃貸料 4.1%

　権限委譲された政府（スコットランド政府）
　歳入総額302億ポンド
　　交付金 86.6%
　　税収（事業用レイト） 7.2%
　　保険料 5.9%

3 　税制

　成文憲法は存在しない。
　国が所得課税と消費課税を独占しているのに対し（右表）、自治体は、資
産課税と人頭税を組み合わせた「カウンシル税」のみを単一税目として持つ
（※２）。同税の税率は、歳出規模と、交付金等その他の財源とを勘案して、
自治体により決定される。

　権限委譲されたスコットランド政府には、国税である所得税の税率を±３
%の範囲内で変更する権限が認められている。スコットランド議会による税
率の変更に応じて、スコットランド政府の収入が増減する。ただし、この権
限は行使されておらず、税収は国から委譲された事業用レイト（事業用資産
に対する税）収入のみで構成されている（２参照）。
　2012年スコットランド法（※３）により、不動産取得印紙税等の国からス
コットランド政府への委譲（2015年度）、所得税の一部の実質的な委譲とそ
の分の税率決定権の付与（2016年度）等が決まっている。

4 　財政調整

　自治体においては、国による歳入援助交付金と事業用レイト収入の配分によって財政調整が行われる。歳
入援助交付金は、歳出分野にかかる経費と、期待されるカウンシル税の収入を考慮して、一般財源として配
分される。事業用レイト収入も歳入援助交付金と同様の方法で配分される（ただし、2012年地方財政法（※
４）により、事業用レイト収入の一部は国税として納付されず自治体に留保される制度が設けられた）。

　権限委譲されたスコットランド等の３政府の財源は、国からの交付金が大部分を占める（２参照）。この
交付金の増減は、「バーネット・フォーミュラ」という算式に基づき、イングランド向け支出の増減と３地
域の人口を反映して決定される。３地域内の自治体への交付金は、各地域の政府を通して配分される。

※１　イギリスの歳出は、統計上の制約から、国と社会保障基金を分けることができない。
※２　北アイルランド内の自治体を除く。
※３　Scotland Act 2012 （c.11）
※４　Local Government Finance Act 2012 （c.17）

国 自治体 社会保障基金

国（社会保障基金を含む）※１ 自治体

GDPの1／2 （191兆円）
GDP：1.5兆ポンド

自治体の歳出は一般政府歳出総額の27％

自治体の税収は税・社会保険料全体の５％

一般政府歳出総額
0.7兆ポンド

税・社会保険料
0.5兆ポンド

税源の配分比率
（2011年，%）

国
自
治
体

合

計

所得課税 46 0 46 

消費課税 40 0 40 

資産課税 8 6 14 

そ の 他 0 0 0 

合　計 94 6 100 
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フランス
フランスの地方政府は、３層の自治体（レジオン（※１）、デパルトマン、コミューン）から成る。

1 　財政の規模（2011年）

2　地方歳入の内容（2011年度）

レジオン
歳入総額272億ユーロ
（経常収入）

税 44.5%
交付金 34.2%

（資本収入）
交付金・補助金等 8.1%
借入 10.7%

　デパルトマン
歳入総額704億ユーロ
（経常収入）
　税 58.8%
　交付金 21.3%
（資本収入）
　交付金・補助金等 4.7%
　借入 5.5%

　コミューン※２
歳入総額1245億ユーロ
（経常収入）
　税 45.9%
　交付金 22.7%
（資本収入）
　交付金・補助金等 12.0%
　借入 7.4%

3 　税制

　憲法により、自治体が法律の範囲内で課税ベースや税率を決定できる（第
72条の２）。また、３層の自治体のそれぞれにおいて、歳入総額の一定比率
を自主財源が占めることが憲法上求められている（同上）。これらは2003年
の憲法改正で明記されたものである。ここでいう自主財源とは、租税収入、
手数料収入、財産収入等から成り、一定比率とは、2003年の水準（レジオン
41. 7 %、デパルトマン58. 6 %、コミューン（※２）60. 8 %）を指す。
　所得課税と消費課税のほとんどが国に配分されている（右表）。これに対し、
自治体では、コミューンに帰属する住居税と未建築不動産税、デパルトマン
とコミューンに帰属する既建築不動産税といった、資産課税に加えて、事業
による付加価値などを課税ベースとする地域経済税が主要４税となってい
る。地域経済税うち、事業による付加価値を課税ベースとする部分の税率は、
全国一律であり、この部分の税収は、レジオン、デパルトマン、コミューン
に配分される。

4 　財政調整

　国の政策責任において自治体の歳出増や歳入減が生じる場合には、その財源を国が補償するという考え方
が定着している。交付金のうち約８割を占める、使途に制約のない経常総合交付金を含め、多くの交付金が
この趣旨で創設されてきた。この点、2003年の憲法改正では、国から自治体へ権限移譲を行う際には財源の
移譲も伴うこと、国の政策により自治体の歳出が増大する際には国がその財源を保障することが明記された
（第72条の２）。また、憲法には、自治体間での平等に向けた財政調整の制度化も示されている（同上）。　
　同一層の自治体間における財政調整が、規模は小さいものの、行われている。

※１　レジオンは「州」とも訳されるが、連邦制国家の州政府には当たらず、自治体に相当する。
※２　コミューン間協力公施設法人（EPCI）を含む。

国 自治体 社会保障基金

GDPの1／2 （222兆円）
GDP：2.0兆ユーロ

自治体の歳出は一般政府歳出総額の21％

自治体の税収は税・社会保険料全体の13％税・社会保険料
0.9兆ユーロ

一般政府歳出総額
1.1兆ユーロ

税源の配分比率
（2011年，%）

国
自
治
体

合

計

所得課税 26 0 26 

消費課税 39 7 47 

資産課税 4 15 19 

そ の 他 2 7 9 

合　計 71 29 100 

主要国における地方財源とその仕組み
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イタリア
イタリアの地方政府は、３層の自治体（レジョーネ（※１）、プロヴィンチア、コムーネ）から成る。

1 　財政の規模（2011年）

2　地方歳入の内容（2011年度）

レジョーネ※２
歳入総額1769億ユーロ
（経常収入）

税収 47.8%
経常移転収入 44.2%

（資本収入）
資本移転収入 4.0%

（起債等） 3.0%

プロヴィンチア
歳入総額121億ユーロ
（経常収入）

税収 43.1%
経常移転収入 32.7%

（資本収入）
資本移転収入 10.3%

（起債等） 5.4%

コムーネ※２
歳入総額740億ユーロ
（経常収入）

税収 42.3%
経常移転収入 15.2%
財産収入 3.7%

（資本収入）
資本移転収入 11.7%

（起債等） 9.9%

3 　税制

　2001年の憲法改正で「財政自治権」の強化が図られ、レジョーネ、プロヴィ
ンチア、コムーネが租税と固有の収入を確保すること等が明記されている（第
119条）。2009年に、これらの実施に向けた原則の確立等を政府に委任する法
律第42号（※３）が制定され、続いてこれを具体化する立法命令が策定され
つつある。
　2011年現在では税源の約８割を国が持ち、自治体は所得課税、消費課税、
資産課税の一部を持つ（１、右図）。自治体の代表的な税目は、レジョーネ
では生産活動税（課税ベースは事業による付加価値）、プロヴィンチアでは
自動車関連税、コムーネでは固定資産税である。

4 　財政調整

　2001年に改正された憲法では、各階層の自治体が、それぞれの公的権能を行使するために必要な財源を充
当するため、使途に制約のない平衡化基金が設けられることが規定された（第119条）。これにより、財源の
保障と格差の是正が行われることが予定されている。具体的には、各階層のそれぞれの自治体の費用のうち、
国が完全に保障すべきものについては見込まれる税収等を考慮してこの基金等から財源が保障され、それ以
外の費用については財政力の劣る自治体に対してのみ、格差が是正されるように基金から配分が行われるこ
とになる。

※１　レジョーネは「州」とも訳されるが、連邦制国家の州政府には当たらず、自治体に相当する。
※２　レジョーネとコムーネは暫定値。
※３　 Legge 5 maggio 2009, n. 42, “Delega al Governo in materia di federalismo fiscale, in attuazione dell’ar-

ticolo 119 della Costituzione.”

国 自治体 社会保障基金

GDPの1／2 （175兆円）
GDP：1.6兆ユーロ

自治体の歳出は一般政府歳出総額の30％

自治体の税収は税・社会保険料全体の16％

一般政府歳出総額
0.8兆ユーロ

税・社会保険料
0.7兆ユーロ

税源の配分比率
（2011年，%）

国
自
治
体

合

計

所得課税 41 6 47 

消費課税 30 8 38 

資産課税 5 2 8 

そ の 他 0 7 7 

合　計 77 23 100 

第Ⅱ部　各国のリージョナリズム
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スペイン
スペインの地方政府等は、自治州と、自治州内部の自治体から成る。

1 　財政の規模（2011年）

　自治州と自治体は、その歳出規模の合計が国よりも大きく、財政支出の主な担い手である。　

2 　地方歳入の内容（2011年度）

自治州　歳入総額1579億ユーロ
（経常収入）

税収 53.9%
使用料等 2.3%
経常移転収入 23.8%
財産収入 0.3%

（資本収入）
資本移転収入 3.1%

（金融収入）
負債 16.4%

自治体　歳入総額663億ユーロ
（経常収入）

税収 45.2%
使用料等 13.7%
経常移転収入 27.8%
財産収入 2.2%

（資本収入）
資本移転収入 5.4%

（金融収入）
負債 4.7%

3 　税制

　自治州を導入した1978年の憲法制定において、課税権は国に属すると
され、自治州と自治体は憲法と法律に従って課税と徴収を行うことが規
定されている（第133条）。また、自治州は「財政自治権」を有するとさ
れ（第156条）、自治州の財源として、国から移譲される税や、自治州独
自の税等が挙げられている（第157条）。自治体は、法律に基づく権限を
遂行するための資金を、独自の課税と国税や自治州税からの分配によっ
て主に賄うこととされている（第142条）。
　自治州に対して大規模に移譲された国税としては、個人所得税と付加
価値税（消費課税）が挙げられる。2009年の自治州財政法（※）の改正
により、これらの自治州への配分比率の引き上げが決定する等、自治州
の税源の拡大が進行している。

4 　財政調整

　憲法において、基本的行政サービスの最低水準の提供、地域間の経済的不均衡の是正と団結を目的として、
国から自治州への資金の配分や基金の創設が求められている（第158条）。この規定に基づいて行われてきた
財政調整制度が2009年の自治州財政法の改正において見直され、国税から移譲された税源の75%と、その５
%に相当する規模の国の財源を原資として、基本的行政サービスを保障するための新たな基金が創設される
こととなった。基本的行政サービスは、教育、医療、社会福祉の３分野とされ、各自治州の、人口、年齢構
成、地理的条件等を加味して配分される。

※Ley orgánica de financiación de las Comunidades Autónomas

国 自治州 自治体 社会保障基金

GDPの1／2 （116兆円）
GDP：1.0兆ユーロ

自治州・自治体の歳出は一般政府歳出総額の47％

自治州・自治体の税収は税・社会保険料全体の33％税・社会保険料
0.3兆ユーロ

一般政府歳出総額
0.5兆ユーロ

税源の配分比率
（2011年，%）

国
自
治
州

自
治
体

合

計

所得課税 27 16 3 46 

消費課税 20 17 6 42 

資産課税 0 4 6 10 

そ の 他 0 0 1 1 

合　計 47 37 16 100 

主要国における地方財源とその仕組み
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スウェーデン
スウェーデンの地方政府は、２層の自治体（ランスティング、コミューン）から成る。

1 　財政の規模（2011年）

　自治体は、その歳出規模が国よりも大きい。

2 　地方歳入の内容（2011年度）

ランスティング　歳入総額2637億クローナ
税収 70.3%
一般交付金 9.3%
特定交付金 12.4%
料金等 2.4%

コミューン　歳入総額5284億クローナ
税収 67.2%
一般交付金 14.4%
特定交付金 3.9%
手数料 5.9%
家賃・リース 3.3%

3 　税制

　自治体の課税権が憲法によって保障されている（第７条）。
　一般政府歳出規模がGDPの１/２を超える「大きな政府」であり、その大
部分が国税及び自治体の税で賄われている。税・社会保険料全体に占める自
治体の税収の割合、自治体の歳入に占める税収の割合が、他国に比して高い
（１、２参照）。なお、これらは、医療・保健サービスを主に自治体が担い、
その主な財源が保険料ではなく自治体の税であることにも起因している。
　国税が消費課税を中心とするのに対し、ランスティングとコミューンの税
は個人所得税にほぼ特化されている（右表）。各々の自治体が税率決定権を
持っており、税率は自治体によって異なる。課税ベースとなる住民の所得の
水準には自治体によって格差があるため、自治体の役割を満たすための財政
力にも開きがある。

4 　財政調整

　全ての国民が等しい水準のサービスを受けるべきであるという考え方が定着している。このため、住民の
所得その他の構造的要因にかかわらず、全ての自治体が等しい財政基盤に立つための財政調整が古くから行
われてきた。現行制度は2005年に導入されたもので、歳入と歳出の両面から財政力の均衡化を図ろうとする
ものである。歳入面の均衡化では、住民の１人当たり税収を均衡化するように、国による拠出を主とする財
源が分配される。歳出面の均衡化では、住民の年齢構造や地理的条件等を考慮した住民１人当たりの費用が
均衡化されるように財源が再分配されるが、この財源は全て自治体による拠出である。

国 自治体 社会保障基金

GDPの1／2 （43兆円）
GDP：3.5兆クローナ

自治体の歳出は一般政府歳出総額の49％

自治体の税収は税・社会保険料全体の36％

一般政府歳出総額
1.8兆クローナ

税・社会保険料
1.5兆クローナ

税源の配分比率
（2011年，%）

国
自
治
体

合

計

所得課税 0 45 46 

消費課税 38 0 38 

資産課税 2 1 3 

そ の 他 13 0 13 

合　計 53 47 100 

第Ⅱ部　各国のリージョナリズム
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ドイツ
ドイツは、連邦制国家であり、地方政府等は、州と州内部の自治体から成る。

1 　財政の規模（2011年）

　州と自治体は、その歳出規模の合計が連邦よりも大きく、財政支出の主な担い手である。

2 　地方歳入の内容（2011年度）

州　歳入総額3085億ユーロ※
（経常収入）

税収・課徴金 65.8%
交付金・補助金 25.5%
経済活動収入 2.2%
上記以外の経常収入 5.0%

（資本収入）
資産譲渡 5.8%
借入 0.6%

自治体　歳入総額1917億ユーロ※
（経常収入）

税収・課徴金 36.4%
交付金・補助金 55.3%
経済活動収入 5.9%
上記以外の経常収 12.9%

（資本収入）
資産譲渡 6.3%
借入 0.2%

3 　税制

　憲法（基本法）において、それぞれの税目の税収の帰属が詳細に明記
されており、ドイツ税制の特徴である「共同税」も憲法上に規定されて
いる（第106条）。共同税は、所得税、法人税、付加価値税で構成され、
これらの税収は、自治体へ配分される分を除いて、連邦と州に共同に帰
属する。右表には共同税の配分が反映されており、所得課税と消費課税
を地方が持つ比率が他国に比して高い。
　税収が州や自治体に入る租税に関する連邦法については、州政府代表
が構成員である連邦参議院の同意を必要とすることが憲法で規定されて
いる（第105条）。州は連邦参議院を通じて共同税の税率等を規定する立
法に参画する。自治体は、法律の範囲内で土地税や営業税（法人所得課
税）の税率を設定する権利を持つことが憲法に規定されている（第106条）。

4 　財政調整

　州間における財政力の格差を調整することが憲法に明記されている（第107条）。財政力の格差は、基本的
に各州の住民１人当たり税収をもって測られる。財政力が相対的に低い州は、共同税のうちの付加価値税の
一部の配分、財政力が相対的に高い州からの拠出金、連邦からの交付金を受領することにより、財源が補充
される。これらの具体的方法も、州政府代表から構成される連邦参議院の同意を必要とする連邦法で規定さ
れる。

※ 総額のそれぞれからは、州間での受取り9.9%（305億ユーロ）、自治体間での受取り20.6%（395億ユーロ）が控
除されている。内訳のそれぞれではこれらが控除されていないため、合計は100%を超えている。

連邦 自治体州 社会保障基金

GDPの1／2 （289兆円）
GDP：2.6兆ユーロ

州・自治体の歳出は一般政府歳出総額の39％

州・自治体の税収は税・社会保険料全体の30％

一般政府歳出総額
1.2兆ユーロ

税・社会保険料
1.0兆ユーロ

税源の配分比率
（2011年，%）

連

邦
州

自
治
体

合

計

所得課税 20 18 10 48 

消費課税 32 15 1 48 

資産課税 0 2 2 4 

そ の 他 0 0 0 0 

合　計 52 35 13 100 

主要国における地方財源とその仕組み
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アメリカ
アメリカは、連邦制国家であり、地方政府等は、州と、州内部の自治体から成る。

1 　財政の規模（2011年）

2　地方歳入の内容（2011年度）

州　歳入総額2.3兆ドル
税収 33.6%
移転収入 26.2%
手数料等 13.3%
公共料金 0.6%
保険料 26.0%

自治体　歳入総額1.7兆ドル
税収 34.6%
移転収入 33.2%
手数料等 19.6%
公共料金 8.1%
保険料 4.4%

3 　税制

　憲法に基づき連邦が有する権限（第１条第８節）、又は州に禁止され
た権限（第１条第10節）を除いて、州は広範な権限を持つ。したがって、
州の課税権は、連邦から付与されたり移譲されたりするものではなく、
当然州が持つものである。一方、自治体の課税権は州によって付与され
る。
　連邦税は所得税と法人税（所得課税）にほぼ特化しているのに対し（右
表）、州の税目で中心となっているのは小売売上税（消費課税）と州所
得税であり、それぞれの税率や課税ベースは州ごとに異なる。自治体の
税目は財産税（資産課税）が中心である。

4 　財政調整

　州間の税収格差を調整する制度は存在しない。
　州の移転収入は主に連邦からの特定補助金、自治体の移転収入は主に州からの特定補助金である。ただし、
特定財源であっても、各州の多様な制度設計と柔軟な運営が可能である。連邦から州への補助金は基本的に
財政調整を意図しておらず、州が自主財源によって行う事業の一部を連邦が支援するという意味合いが強い。

※アメリカの歳出は、統計上の制約から、連邦と社会保障基金、州と自治体を分けることができない。

連邦（社会保障基金を含む）※ 州（自治体を含む）※

連邦 自治体州 社会保障基金

GDPの1／2

州・自治体の歳出は一般政府歳出総額の46％

州・自治体の税収は税・社会保険料全体の36％税・社会保険料
3.8兆ドル

一般政府歳出総額
6.4兆ドル

（1238兆円）
GDP：15.5兆ドル

税源の配分比率
（2011年，%）

連

邦
州

自
治
体

合

計

所得課税 48 11 1 60 

消費課税 4 16 4 24 

資産課税 0 1 15 16 

そ の 他 0 0 0 0 

合　計 53 27 21 100 

第Ⅱ部　各国のリージョナリズム
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